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曰本の産業空洞化

-1987年から93年の主要電機メーカーについて－（上）

洞ロ治夫

はじめに

１．産業空洞化の定義と先行研究

２．モデル分析

る議論を活発化させる要因となっているとも考え

られる(1)。

産業空洞化という用語は，ジャーナリスティッ

クに用いられる場合もあり，また，学術論文にお

いて研究の対象となる場合もある。論者によって

意味内容が異なる用語といってもよい。そうした

現状であるにもかかわらず，産業空洞化に関する

実態と従来の研究を整理することには，次のよう

な意義があると考えられる。

第一に，日本政府は，産業空洞化の対策を経済

政策のレベルで提示している。経済分析のための

概念としては暖昧であっても，経済政策の対象と

して認識されている－つの例である(２１．本稿では，

その政策を導く診断と，それに基づいた処方菱の

正しさを検討する必要がある。

第二に，産業空洞化をめぐる経済学的議論は，

現在のところ日本に固有であるが，本稿でのちに

紹介するように，日本における気鋭の学者達が，

一度は何らかの問題整理を提示してきた研究領域

であるという事実を無視することはできない。産

業空洞化という概念のもとで研究が積み重ねられ

てきたことは，日本に固有の現象であるが，その

分析手法が進歩するならば，世界各国における同

種の問題を分析するうえでの貢献をなすことがで

きるかもしれないのである。

本稿では，日本の多国籍電機メーカーの国内工

場立地について，国際化の進展した1987年から，

データベース作成時点において利用可能であった

段近年である1993年までの期間について検討し，

国内電機産業の雇用者総数との相関を明らかにす

る。以下，第１節では，産業空洞化の定義と先行

する諸研究をまとめ，第２節では海外直接投資を

行う企業について基本的なモデルを提示する。第

３節ではデータ作成の方法と，得られたデータの

特徴をまとめる。第４節は，むすびとして，若干

(以上，本号）

3．データ収集の方法

4．事実の発見と研究課題

はじめに

「産業空洞化」という用語は，厳密な意味での

学術的用語であるとはいい難い。産業空洞化の定

義は，論者によって異なるのであり，そうした用

語を学術用語として利用することは，経済分析の

目的と方法とを混乱させるかもしれない。また，

産業空洞化という用語にもとづいて，多くの経済

学者による議論が提起されている国が，日本にほ

ぼ限定包れることからいえば，産業空洞化という

国際的に共通理解の成立していない概念を用いた

研究によって，世界的水準で社会科学的貢献を行

おうと試みることは，困難であるかもしれない。

産業空洞化と，ほぼ同義の現象としては，産業

の衰退，国際競争力の欠如，輸入の増加，産業構

造の転換，生産拠点の移転，特定技術の後継者不

足などがあり，日本以外の国々においては，そう

した用語を個別に用いて，分析対象を特定化する

ことのほうが，圧倒的に多い。産業空洞化という

用語が人口に贈灸していることは，日本人の危倶

を示す社会現象としての側面すら，有していると

言えるのかもしれない。ポールドウィン（Bald‐

win，［1994,は，外国直接投資の受け入れは，

国内産業を外国に支配されるという危`風を呼び起

こし，外国への直接投資の増加は，国内雇用を減

少させるという危倶を呼び起こす，と指摘してい

るが，日本の対内直接投資が低水準であり，対外

直接投資が巨額であることは，産業空洞化に関す

Hosei University Repository



114 

のデータ解釈を提示する。 念であることが重要である。すなわち，直接投資

を行った企業が，従来の生産拠点において資本集

約的な生産方法を採用し，同時に，投資をする以

前には部品調達取引を行っていた企業との取引関

係を清算し，部品生産をする企業が国内工場を閉

鎖ないし縮小するケースは，「産業空洞化」の範

鴫に含められる。この場合，直接投資を行った大

企業の雇用と生産は，伸びているかもしれない。

しかし，部品生産や下請け加工を行う中小企業を

含めて，１産業のレベルでみると，雇用水準が低

下する可能性がある。

こうした場合を，「産業空洞化」に含めたい。

１．産業空洞化の定義と先行研究

（１）産業空洞化の定義

本研究において，筆者は，従来日本において行

われてきた産業空洞化に関する議論を，２つの定

義で整理する。「狭義の産業空洞化」と「広義の

産業空洞化」である(3)。

（a）狭義の産業空洞化

「狭義の産業空洞化」とは，特定国に本社をお

く製造業企業が，外国直接投資をすることによっ

て，国内産業の雇用水準を縮小させることである。

「狭義の産業空洞化」とは，その原因が，当該

産業に属する企業の外国直接投資によるものであ

る場合を指す。外国直接投資を原因としない産業

の衰退は，比較優位構造の変化が内生的に起こる

場合にも現象として観察可能であるから，その意

味において，とりわけ「産業空洞化」という用語

を使用する必要はない。しかし，「狭義の産業空

洞化」という用語法を採用することには積極的な

意味がある。すなわち，それは単なる産業の衰退

ではなく，企業戦略の結果としての生産拠点の移

動という側面を定義のレベルで包含していること

である。

上記の定義を一言で言えば，「外国直接投資の

増加を原因とする，国内産業における雇用の低下」

ということができる。ここでは，まず類似した用

語との対照を行うことによって，上記の定義の意

味を，若干詳細に説明したい。

第１に，「製造業」のみを「産業空洞化」の対

象範囲とすることで，金融業における空洞化や知

的サービス業における頭脳流出に関する議論を

｢産業空洞化」の意味領域から排除している。

第２に，「産業空洞化」の原因として「外国直

接投資」のみを特定化している。

第３に，「産業空洞化」の影響としては，国内

の雇用水準が低下した場合のみに限定している。

従って，同一産業における国内雇用者数と海外雇

用者数との比率は問題としていない。

しかし，第４に，「産業空洞化」は，産業と地

域というメソ・エコノミックな視点を要求する慨

（b）広義の産業空洞化

「広義の産業空洞化」とは，輸入の増大によっ

て国内市場が外国企業に侵食され，その結果，産

業が衰退する状態，いわゆる比較優位構造の変化

にもとづく「産業構造の転換」を指している。た

とえば，貿易によって特定の産業が衰退している

のであれば，それは広義に「産業空洞化」と呼ば

れる。

産業構造の「転換」には，軽工業から重化学工

業，さらに知識集約的技術開発を必要とする産業

へ，－国国内産業の構成比率がシフトしていく

｢産業構造の高度化」と，国際競争に破れて国内

企業が転廃業をしていく「産業の衰退」という正

負両面が含まれうる。ここで言う「広義の産業空

洞化」とは，「産業の衰退」の側面を表現する用

語に他ならない。

たとえば，日本国内に存在する，特定の「産地」

と呼ばれる中小企業の集中している地域が，円高

にともなう輸出生産数量の低;下から転廃業をして

いる，という事実は，しばしば「産業空洞化」と

呼ばれる。注意すべきは，「産地」における転廃

業の増加は，さしあたり国際競争に破れたという

表現で事足りる。すなわち，いわゆる産業構造の

転換であり，また，工業の衰退(deindustrializa‐

tion）であるが，日本においては，そうした現象

を「空洞化」と形容する場合が多い。

筆者は，本研究を開始した当初，狭義の産業空

洞化に限定して，産業空洞化現象を摘出し，分析

の対象として限定しようと試みた。しかし，以下

本稿に提示することになるが，狭義の産業空洞化
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れている」（p､22）という事実を紹介している。

しかし，すでに，佐藤［1988］は，アメリカに

おいて，その高付加価値サービス産業における雇

用増加が量的に限られたものであり，サービス雇

用増加が低賃金労働部門の増加によって占められ

ていることをデータによって示していた。したがっ

て，佐藤［1988］は，「製造工業雇用に比しての

サーヴィス雇用の低賃金傾向が恐らく不可避であ

るとすれば，空洞化対策の上で重要なことは，サー

ヴィス労働者の賃金水準をいかに引上げるかであ

る」（p､214）という問題提起を行っている。

原［1992］は，さらに，より基本的な問題提起

を行っている。すなわち，「直接投資が米国の産

業空洞化をもたらしたという因果関係は希薄であ

る」（pPlO6-109）という事実認定が，それで

ある。原［１９９２］は，SurveyofCurrentBusin-

ess各号のデータに依拠しつつ，アメリカ多国籍

企業に関連する輸出入金額をみると，1980年代半

ばにおいて輸出が常に輸入を超過しているという

事実を挙げる（pp､111-112)。原［１９９２］は，

次のように論じている。

の定義には，当てはまらないものの，「広義の産

業空洞化」として形容することがふさわしいと考

えられる現象を発見した。分析対象の限定を広げ

たのは，用語上の定義からはずれるというだけの

理由で，分析の必要性を否定するよりは，発見し

た現象の重要性を認めたいと考えたからである。

（２）先行研究

産業空洞化の研究は数多い。以下では，産業空

洞化について展開された議論をサーベイするが，

さしあたり政府刊行物，特定政党の影響下にある

と考えられる出版物などは対象からはずす。現状

の分析と，政策立案のための規範論とが混在して

いる可能性が高いためである(4)。

日本における産業空洞化に関する研究には，４

つのタイプがあるように思われる。第一は，アメ

リカを「産業空洞化」の先例として，その経験に

もとづいて日本の将来を類推する議論であり，第

二は，外国直接投資を原因として，日本国内の雇

用がどの程度減少するかを主として産業連関表に

もとづいて推計した研究，および，その推計に論

評を加えた論文である。第三は，広義の産業空洞

化を議論した研究であり，論点は論者によって異

なる。第四は，個別産業のデータに基づく実証研

究である。

「第五に，生産コストを低下させるために主

として低賃金国に部品調達のための米国企業に

よる子会社の設立が米国の産業空洞化をもたら

している一因であるとしばしば指摘されている

が，もしこのような直接投資が行われていなかっ

たとしたら今注目している製品の国際競争力が

低下しており，国内市場を外国製品の輸入によっ

て侵食されていた可能性は十分あったというこ

ともできよう。したがって，このような意図を

もった直接投資は「国内市場防衛型の直接投資」

ということもでき，産業空洞化をもたらしたと

いうよりもむしろ自国産業の競争力を維持，な

いしは向上させるのにおおいに貢献していると

も解釈することが可能である｡」（p､111）

（a）アメリカとの比較による類推

岡本［1988］は，1970年代，アメリカの商務省

をはじめ多くの機関で行われた調査結果を紹介す

る。それによると，アメリカ企業の対外投資が，

アメリカの雇用に差し引きプラスの影響を与えて

いる，という。岡本［1988］によれば，アメリカ

企業の多国籍化の過程は，1955年のＡＦＬとＣＩＯ

の合同の背景をなした。ＡＦＬ・ＣＩＯが「企業逃

亡」に対する組織化対策を行い，1970年代後半か

ら1980年代においては，保護主義的な施策の積極

的な支持者となった，という。

アメリカにおける産業空洞化から，日本につい

ての類推をした議論の例としては，黒川［1995］

がある。黒川［1995］は，アメリカの製造業につ

いて「空洞化した部分は，ソフトウェア産業，‘情

報サービス，音楽ソフト，医療・保険サービス等

の高付加価値な知的サービス産業によって埋めら

原［1992］が，どのような事例を念頭において

いるのか明らかではないが，消費財産業において，

アメリカ国内でのブランド・マーケティングによ

る高付加価値化と，その製品・部品調達を海外で

行うこととは，多国籍企業の戦略として十分に両

立しうる。海外直接投資をしない，という選択が，
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国内工場による生産のために国際競争力の衰退を

もたらし，結果的に国内での操業を停止せざるを

得ない状況をつくるとすれば，国内雇用の減少が，

どのような企業行動の結果であるかは無関係とな

る。いわば，海外直接投資は，多国籍企業にとっ

てドミナントな戦略となっている可能性は否定で

きない。

しかし，「産業空洞化」の議論において問題と

されるべきは，製造業としての多国籍企業が国内

に工場を操業しつづけているか，否かである。原

［1992］の研究には，この事実についての探求が

ない。明らかに，原の立論では，製造業企業が，

貿易業者となることをも含めて，「競争力」が議

論されていることに注意するべきである。

放による雇用対策を訴えている。鳥居・深作・積

田［1984］研究と，尾崎［1987］研究は，日本の

自動車メーカーによる現地生産の規模についての

想定が異なっているものの，その比率については，

ほぼ一致した雇用削減の効果を報告しており，興

味深い結果となっている。

藤原［1989］は，石田［1984］による日本国内

における雇用減少についての推計結果を紹介し，

その問題点を指摘している。問題点は３つある。

第一は，直接投資によって輸出が減少する場合，

いわゆる「輸出転換率」をどう仮定するかによっ

て，推定結果が大きく変化することである。上述

の数値は，輸出転換率を100％として推定した結

果である。第２に，雇用減少が所得減少をもたら

し，さらに波及的に雇用を減少させる影響が軽視

されている。第３に，海外直接投資は単純に雇用

喪失とは結びつかない。残業の減少，臨時・パー

トタイマーなどの非正規雇用者の削減，配転・出

向などによる雇用調整が，実際の雇用喪失以上に

行われる可能性がある。しかし，結論的には，藤

原［1989］によれば，「海外直接投資は長期的に

は輸出転換効果を高め，全体として貿易収支に

対してはマイナスに作用することは明らか」

(p､286）であるとして，「海外進出によって，職

場を失う労働者の雇用保障」（p､288）が問題に

なるという。

小島［1989］も，石田［1984］を初めとして，

ほぼ同じ推計結果を引用するが，結論は大きく異

なる。小島［1989］によれば，海外直接投資の受

入国における比較優位構造が，貿易を拡大する方

向に変化するならば，理論的に，産業の空洞化は

起こらない。比較優位にもとづいた国際貿易が，

貿易を行う国々の経済厚生を増加させることは，

貿易論の基礎であるが，海外直接投資によって，

比較優位が増幅されるならば，新たな貿易の機会

もまた創出されると考えるのである。

直接投資が国内雇用に与える影響を一国国内レ

ベルでの産業連関効果から捉え，投資の減少を懸

念する論調と比較すれば，小島［1989］の立論は，

国際貿易理論を背景としている点で，質的に異なっ

ている。たしかに，比較優位構造の変化が，短期

間で達成されるとするならば，産業連関表に示さ

れた投入係数は，直接投資の開始とともに変化し，

（b）雇用減少の推計にもとづく議論

アメリカを産業空洞化の先例として議論を展開

した上記の諸研究に共通するのは，日本国内で入

手可能なデータにもとづく実証的分析が手薄なこ

とである。以下に紹介するのは，日本における雇

用減少の推計に関する議論である。

石田［1984］は，１９７５年産業連関表による国

内雇用減少の推計を行っており，多くの論者によ

って引用されている。アメリカおよびアジア地域

製造業部門への日本の直接投資が，日本の国内雇

用減少に及ぼす影響として，対米について約21万

1千人，また，対アジア向け投資によって29万９

千人に達する，という推計結果を提示している。

鳥居・深作・積田［1984］も，1975年の産業連

関表を用いて，日本の自動車産業が，海外で25万

台の現地生産を開始し，その際，海外での現地部

品調達比率が70％であるという仮定のもとで，４

万２千人の雇用減，また，部品調達比率30％のと

きに３万５千人の雇用減が見込まれるというシミュ

レーション結果を報告している。

尾崎［1987］は，1984年の産業連関表をベース

として，日本の自動車メーカーがアメリカで現地

生産を開始して，約200万台の対米輸出が消失し

た場合，経済全体で約43万人の雇用が失われ，失

業率にして約0.7％の影響をもたらすと試算して

いる。1984年の完全失業率が2.88％，完全失業

者数がおよそ180万人であったことから，尾崎

［1987］は，政府主導による国内市場の拡大・開
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業ほど，開発途上国向け直接投資による海外生産

比率は低く，逆に，先進国向け直接投資を通じた

海外生産比率が高いという事実を発見した。その

事実にもとづいて，日本の多国籍企業は，開発途

上国には，より安価な労働力を求めて進出し，先

進国には保護主義的な貿易障壁を回避するために

進出する，という実証結果の解釈を加えている。

深尾．伊沢・國則・中北［1994］は，次のよう

な「政策上の含意」を述べている。すなわち，

｢今後，円高が進行し途上国に比べ国内の賃金が

ますます割高になった場合には途上国での生産が

日本の地方での生産に代替すると思われる。この

結果，日本の地方圏に立地する技術知識非集約的

な企業の子会社が撤退し，地方で雇用問題が発生

する可能性がある｡」（p､155）

上記の立論は，知識集約度と海外生産比率との

関係から推論されたものであるが，研究開発と海

外生産については，次のような事実も報告されて

いる。

鈴木他［1997］は，電気機械，輸送機械を含む

10産業について，為替レートと研究開発費比率が，

海外生産比率をどの程度説明するか，非バランス・

パネルデータを作成して分析している。為替レー

トが海外生産比率と高い相関を示すのに対して，

研究開発費比率は，説明力に乏しいことを報告し

ている。その理由としては，研究開発費比率と為

替レートとの間に高い相関がみられ，係数推定に

あたって多重共線性を起こしていることを指摘し

ている。

深尾［1995］は，アメリカにおいて過半数所有

現地法人の生産を増加させた日本の電機メーカー

が，純輸出（輸出一現地法人からの輸入）および

輸出の両方を減少させてきたことを根拠に，今後，

企業の国際的展開によって「雇用問題が生じる可

能性は否定できない」（P､９）と述べているが，

同時に，国内における電機産業の雇用創出の低下

が，海外における雇用創出の上昇よりもはるかに

急激であった事実を指摘し，「国内での電機産業

の雇用創出の低下は，８５年のプラザ合意後の円高

をはじめとして，国内景気の変動，労働供給，生

産技術の変化等，他のさまざまな要因に起因して

いると考えられる」（P､９）と述べている。深尾

は，1980年から86年に至る期間，電機産業におけ

直接投資によって代替された輸出の雇用削減効

果に影響を与えるかもしれない。しかし，小島

［1988］に対する批判もある。

藤原［1989］は，小島の立論に対し，２国間に

おいて，比較優位の類似した産業で外国直接投資

が発生すると，理論上，当該２国間で貿易が減少

すること，また，日本の対アメリカ直接投資が現

実にそのような傾向を有していることを指摘する。

さらに，為替レートの変動しだいで，比較優位構

造が変化することを指摘している。

（c）広義の産業空洞化を論じた研究

グリフイスーアルケマ［1996］の小論は，イギ

リスの産業衰退を外国直接投資と切り放して論述

した点で，「空洞化」を「産業の衰退」と同義に

用いている議論の典型である。また，たとえば，

植田［1996］が示す「空洞化」のデータは，マク

ロ経済的に日本の製造業比率が長期的に低落して

きたことである。同時に，植田はクルーグマンに

もとづいて，産業の集積について理論的指摘をす

るが，残念ながら実証研究には踏み込んでいない。

クルーグマン［1991］は，規模の経済性が存在す

る場合，産業集積がある一地域から，別の一地域

に移動する可能性があることを示唆する。その説

に従えば，たとえば，多国籍企業の立地する産業

集積が，日本国内の一地域から，マレーシアの－

地域に集中したとすれば，それは，「空洞化」現

象を説明していることになる(6)。

製造業における技術の継承を論点とした諸研究

も，広義の産業空洞化に関する研究に含められて

よいであろう。柳沼［１９９５］は，全要素生産性

(TFP）の変動を在外子会社の販売量で説明する

モデルを構築し，農林水産業，鉱業，製造業９産

業について，計測を行った。その結果として，

｢海外での事業活動は日本国内の技術にマイナス

となっていない」（p､４６）こと，すなわち，「海

外の学習効果は国内技術にプラスの効果をもたら

す」（ｐ､４６）という注目すべき結論を導いて

いる(7)。

（｡）産業研究

深尾・伊沢・國則・中北［1994］は日本の電機

機械器具産業のデータから，知識集約的な日本企
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る国内従業員が52万７千人増加していたが，１９８６

年から92年については，６万人の増加にすぎなかっ

たこと，その同じ期間に，日本の電機メーカーが

海外で創出した雇用が，それぞれ，５万８千人と

１４万５千人であったという事実を述べている。電

機産業においては，雇用は，国内においても，海

外においても減少していないなかで，上記引用に

おける推論が行われていることに注意が必要であ

ろう。

深尾［1996］の研究もまた，日本国内における

雇用の増減についてのデータを無視しているとい

う点で，先行する深尾［1995］研究と同様の分析

視角を共有するものである。すなわち，通商産業

省環境立地局「工業立地動向調査結果集計表」に

よって，日本の繊維，一般・精密機械，電機，輸

送機の４産業について，1978年から92年にかけて

日本国内の46都道府県と海外35カ国についての

立地件数を被説明変数として，経済集積や労働コ

ストを説明変数としてコンディショナル・ロジッ

ト・モデルによる推定を行った(8)。

採用された説明変数は，ほぼすべて統計的に有

意となっているが，筆者は，深尾［1996]研究が，

産業空洞化を議論する上で，次のような問題を残

していると考える。

第一は，「工業立地動向調査結果集計表」の示

すデータは，グロスでの増加分だけであり，ある

県での立地が，別の県での工場閉鎖を伴っている

場合を補足していない。したがって，立地増加要

因の研究とはなっているが，国内産業空洞化の研

究とはなっていない。第二に，同じく，また，よ

り重要な論点であるが，日本国内の工場が雇用す

る従業員数の増減について，全く触れていない。

したがって，海外投資が日本国内において雇用の

減少をもたらすのか否かは，事業所数の増減を

通じた間接的な類推でしかない。第三に，深尾

［1996］は，東京都・大阪府における立地件数が

少なかったことと，同地域が，工業再配置促進法

の移転促進地域に指定されており，政策的な抑制

策がとられていたことから，「東京・大阪ダミー」

を加えて推定を行っている。そして，「東京・大

阪ダミー」は負で統計的に有意であったことを報

告しているが，その結果が意味するのは，東京・

大阪という大都市における工業立地選択が行われ

なくなったことであり，それは，深尾・伊沢・國

則・中北［1994］研究の予想した「地方で雇用問

題が発生する可能性がある」という立論とは，逆

の傾向を示唆している。

三輪［1995］は，東京23区における金属加工業，

一般機械，電気機器，輸送用機器，精密機器の５

産業について，事業所数と従業者数の推移を跡づ

けているが，1969年代後半から一貫して低下する

傾向にあることを示している。また，大田区につ

いては，1991年の金属加工業において事業所数．

従業員数が1972年の70％強程度にまで減少してき

たことを指摘する。その一方で，任意にサンプリ

ングされた岩手，宮城，福島，栃木，埼玉の各県

では，栃木県を除く各県で製造業の事業所数.従

業員数が増加してきたことを示している。

ポールドウィン（Baldwin［1994,の文献サー

ベイにおいては，アメリカにおいて，国際貿易な

いし海外直接投資が賃金水準に影響を与えてきた

か否かを分析する研究は多かった。しかし．日本

における産業空洞化をめぐる議論は，雇用量を問

題とするものが多く，賃金水準に対する影響を実

証的に研究したものは希であったといってよいで

あろう。伊沢［1996］による研究は，その例外で

ある。

伊沢［1996］は，有価証券報告書の利用可能な

107社，15年分のデータをプールして，説明変数

である「海外労働投入比率」が高まるにつれて，

各社の「平均給与」が高まるという仮説を検討し

ている。仮説の根拠は，海外直接投資の進展によ

り労働集約的な生産部門は海外に移転されるが，

知識集約的な管理部門，研究開発部門の国内での

ウェイトが高まるであろう，というものである。

1978年から1992年に至る期間，107社すべての企

業のデータをプールした回帰分析の結果，「海外

投入比率」は「平均給与」に対して統計的に有意

な影響を与えていないことが明らかになった。し

かし，海外生産を行っている企業のサンプルのみ

をプールしたデータでは，「海外投入比率」が高

い企業ほど，平均給与が高まる傾向のあることが

明らかになった。

伊沢［1996］研究は，海外子会社の従業員数合

計を，日本側親企業の国内従業員数で除した値で

｢海外投入比率」としている。「平均給与」を説明
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における製造業立地の動向についての研究では，

日本国内の工場立地について，実証的に何事かを

語ることはできない。本稿において以下検討する

のは，上に紹介した数多くの優れた実証研究が，

いまだ未解決な論点である。

するうえで，研究開発集約度との多重共線性は考

慮されているが，「企業規模」と「海外投入比率」

との間の多重共線性が考慮されていないことは，

実証の手続きとして不十分であろう。また，「平

均給与」のデータは，「東洋経済新報社「会社四

季報」や有価証券報告脅に記載されている「従業

員平均給与」のデータを用いて，これを「消費者

物価指数」でデフレートして分析に用いた」（ｐ、

67）というが，有価証券報告書には，事務技術職，

技能職，男女の別の記載がある企業と，男女別平

均のみが記栽されている企業があり，その総平均

を用いたとすれば，次のような問題を解釈不可能

にする。すなわち，「海外投入比率」が高まった

企業について，その会社全体でみた「平均賃金」

が高まったとしても，それが本社事務部門よりも

賃金水準の低い地方工場の閉鎖によって高まった

のか，本社事務部門と地方工場の双方における賃

金支給額が増加したことによって高まったのか，

不明であるとしか言いようがないのである。

深尾［1995］，伊沢［1996］は，ともに日本の

電機産業をデータとして用い，そして，日本国内

の電機産業における雇用者数の絶対数の減少が観

察されないなかで，相対的な海外生産の比重が増

加しているという事実をもって，「空洞化」を懸

念した。

伊沢［1996］の問題意識は，深尾・伊沢・國則・

中北［1994］の共同研究を承けたものであり，

「日本の産業空洞化が地方から進行するとの予測」

(伊沢［l9961p64）が引き続き提示されてい

る。すでに紹介した深尾［１９９６］研究では，そ

の共同研究における予測に反する実証結果，すな

わち東京都・大阪府において製造業４産業の立地

が少なかったことが示されているが，しかし，日

本の地方についての予測は，いまだ実証に至って

いないと言わざるを得ない(9)。東京都・大阪府よ

りも著しい雇用の減少が地方において記録されて

いるかもしれない。

海外直接投資を活発に行っている産業において，

雇用の喪失が日本国内のどの地域で観察されるの

か。それは，多国籍企業としての大手電機メーカー

の立地戦略に依存しているのか。すでに紹介した

産業連関表による分析も，特定地域の雇用減少を

明らかにするものではない。いわんや，アメリカ

２．モデル分析

本節では，海外に投資を行う企業の国内投資水

準が必ずしも低下しないのは何故か，を理論的に

説明したい。静学的モデルであれば，一定量の設

備と雇用を２カ国に分配するならば，外国への設

備移転（比較静学的な意味における一回限りの投

資）は，本国における設備の量を減少させ，それ

に伴って本国の雇用量をも減少させるであろう。

ジャーナリスティックに喧伝されるところの，

｢海外投資の活発化にともなう国内産業の空洞化」

もまた，同様の文脈から類推されているのかもし

れない。以下に示す動学的モデルは，しかし，外

国への投資が，国内投資資金制約の増加関数であ

り，また，その逆も成り立っていることを示すも

のである。すなわち，動学的モデルでは，国内と

海外への投資は，同方向に変化することが示さ

れる。

竹中・千田・渡辺・平岡［1989］によって提示

されたモデルに依拠して，２カ国で生産を行う多

国籍企業について，外国での投資と国内投資の関

係を確認しておきたい(】o)。竹中・千田・渡辺・平

岡［1989］のモデルでは，企業は，生産物，生産

要素市場においてプライス・テーカーであり，国

内と海外では同一の技術を利用し，また，多国籍

企業の行う全投資額には外生的に与えられた制約

が存在する。外国での生産を自国通貨で評価し，

投資減税率について，内外格差がないものと仮定

する。多国籍企業の目的関数は，

Ｖ(t)－．/ｒｅ－ｒｔ((１－ｒ【)[P１．Ｆ(Ｋ⑰L（)－wILm］

＋Ｅ((１－丁.【)[P率〔.Ｆ(Ｋ率いＬ,!）

-W,.Lt率]-(1-kt)RIC(Ia-I.)

＋Ｃ*(I戦)]}ｄｔ（１）

であり，ここで制約条件は，
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ＫＩ≦Iａ－Ｆ－６ＫＩ（２） 

Ｋ零【≦1.-6K，（３）

である。ここで，ｒは割引率，ＴＩ’て*tは法人税

率，Ｈ，Ｐ*Iは生産物価格，ＥＩは為替レート，

Ｋ(，Ｋ零tは資本ストック，６は資本の減価徹却率，

Ｌ,，Ｌｔ率は労働者数，ｗｉ，ｗ(＊は賃金，ｋｔは投

資減税率，Ｉａは投資資金制約，１．は海外直接投

資，Ｂｔは投資財価格であり，＊は海外変数を表す。

以上のモデルの一階の条件はボントリャーギンの

最大値原理によって求めることができる。ハミル

トニアン（Ｈｔ）をつくると，

Ｈｔ＝e-rI{(1－て,)[ＢＦ(Ｋ,,Ｌ１)－wtLt］

＋Ｅ(１－が【)[P零1.Ｆ(Ｋ､1,Ｌ､!)－Ｗ【.L1零］

－(１－k!)B([C(Ia-I.)＋Ｃ掌(I.)]｝

＋ｽ(Ia-F-6K)＋Ｊ１(I率－６K）（４）

となり，－階の条件は，

器=PrFL-w-O（５）

幾一P鰯rFL-wm-0（６）

榮一(1-Ｗ｡(Ia-I鞠)+c曇'('･ルー『、
－j1,＋１，．＝0（７） 

である。上式を変形すると，

－Ｃ'(Ia-I率)＋Ｇ'(I.）

=_e-rt1t-e-rlA* （８） 
（１－kt)Ｈ１（１－k()Ｂｔ 

が得られるが，右辺第１項は海外投資の限界ｑ

であり，第２項は国内投資の限界ｑである。以

下，それぞれ，Ｍｑ＊，およびＭｑと書く。調整

費用関数について，通例となっている２次関数を

想定すると，

Ｃｌ＝α11,+αzl：（９） 

Ｃ【率＝α,掌ﾊﾞ＋α2率I【車２（10）

であり，ここで投資の係数はすべてプラスである。

一階の条件から，

－αl-2a2(Ia-II.)＋α,*＋2α2.1【＊

＝Ｍｑｏ－Ｍｑ （11） 

が得られる。これを式変形すると，

１t．＝β,(α,－α,掌)＋β,(Ｍｑ率一Ｍq)＋β,α21ａ（12）

であり，ここで，β,＝l／(2α2*＋2α2）である。

ここから，海外投資1t蟻が（Ｍｑ*－Ｍq）の増加

関数であり，また，投資資金制約Iａの増加関数

となっていることを導いたのが，竹中・千田・渡

辺・平岡［1989］のモデルである。

ここで，投資資金制約Iａを国内への投資可能

金額の上限であると考えると，本稿のテーマであ

る国内工場の設立ないし閉鎖を視野に含めること

ができる。上式をIａについて解くと，

Ｉａ＝β2(αｆ－ａ１)－β2(Ｍｑ鯵一Ｍq）

＋(1＋2β2α2傘)I[．（13）

を導くことができる。ここで，β２は１／2α2で
ある。

国内投資可能な資金制約は外生的に与えられる

が，竹中・千田・渡辺・平岡（1989)が述べてい

るように，海外投資関数の説明変数として，その

導関数の符号を考察することができる。今，その

逆関数が成り立つと仮定すると，第13式から，国

内投資投資資金制約について，やや奇妙な結論を

得ることになる。すなわち，国内投資資金制約が

海外投資の限界ｑと国内投資の限界ｑとの格差

（ＭＴ－Ｍｑ）の減少関数になることは当然とし

ても，海外投資1t*の増加関数となっていること

である（01a／01t＊＞Ｏ）。

こうした結論が導かれた理由は，モデルの第２

式をＫ,≦Ia-I*－６Ktと特定化したことに求め

られる。資本ストックＫ(とその減価償却分6Kt
は，状態変数であって，企業のコントロールする

変数ではない。ここでＫＩ＋I*＋6Ｋt≦Ｉａと書き
改めると明らかであるが，企業が毎期毎期I掌を

制御変数として支出するときに，その上限として

の投資資金制約Iaが高ければ，Ｉ＊の上限も高く

なる。それを，事後的に観察したとすると，海外

投資額I*への支出が高くなっているときに，投

資資金制約Iａの上限も高くなっているはずであ

る。この点は，静学的に，一定の資金を海外と国

内とで分割して利用することによってトレード・

オフが観察される状態とは基本的に異なる動学的

性質である。投資資金制約と海外投資額の双方が，

毎期毎期，時間に応じて配分されていくのであり，

その結果を事後的に観察することによって，海外

投資と国内投資の同方向への時系列的変化が発生
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「推計」であって，事実ではない。

（６）経済分析とは言い難いが，松田［１９９６］は，

金型生産の集積がタイに生まれつつあることを報

告している。

（７）柳沼［1995］研究に関連した論点を提示した

研究として，中村・渋谷［１９９４］，若杉・谷地

［1994］がある。

（８）アメリカ国内における外国企業の立地選択を

扱った論文として，フリードマンーゲロウスキーー

シルバーマン（Friedman，GerlowskLand

Silberman，［1992］）がある。

（９）特定の地域に集中したいわゆる「産地」にお

ける国際競争力の低下は，地方からの空洞化を示

す事例となりうるであろう。しかし，深尾・伊沢・

國則・中北［1994］研究および本研究のように，

電機産業を特定化している場合に，地方からの空

洞化が観察されるか否かは，別の問題である。ま

た，「産地」の衰退は，輸出競争力の喪失と関連が

深く，海外直接投資とは因果関係を持つことなく

発生している可能性も高いかもしれない。

(10）静学的なモデルの例としては，鈴木他［1997］

がある。動学的なモデルによって直接投資と国内

投資との代替的な関係を導くのは，スティープン

スーリプシー（StevensandLipseyll992]）で

ある。なお，直接投資が資金の分割ではなく，公

共財的な経営資源の移転として，国ごとに独立

して決定されるケースを論じた例として，洞口

［1992］第２章を参照されたい。また，研究開発

費支出の累計効果を扱ったモデル分析としては，

関口［1995］がある。

することになる。

以上のモデル分析から，次のような結論が導か

れる。第１に，すでに導いた労働投入に関する－

階の条件（第５式および第６式）と，生産関数の

形状を一階の微分についてプラスと想定すること

によって，労働賃金の上昇に伴って労働投入量は

減少すると言える。第２に，地価・株価の上昇は，

海外直接投資を行う企業の担保能力を高めるため，

投資資金制約の上限を高めることになる。したがっ

て，海外直接投資は，地価・株価上昇が企業の資

金調達能力を高める限りにおいて増加することに

なる。しかし，第３に，国内投資にまわされる資

金は，海外直接投資の増加関数であり，海外投資

の増加が国内投資を減少させると言うことはでき

ない。

以下では，上に導かれた結論と，先行研究にお

いて議論されてきた論点を念頭に置きつつ，日本

国内の電機製造業について，若干の分析を行い

たい。

（以下，続く。）

[注一覧］

（１）日本の対内直接投資については，洞口［1995］

を参照されたい。

（２）1996年11月29日，日本経済新聞（夕刊)，橋本

龍太郎首相の所信表明演説。経済政策の対象となっ

ているが．経済分析の用具ではない概念の例とし

ては，高齢化，都市への－極集中などがある。な

お，1994年の産業構造審議会による報告轡へのコ

メントとして，橋本［1995］を参照されたい。

（３）この定義は，藤原［1989］，原［１９９２］に依

拠している。

（４）例外として紹介するべき調査報告轡として，

東京都労働経済局編［1995］があるが，同報告書

は，規範的議論のベースとなるべきデータ収集の

みを行っており，東京都内において，製造業の転・

廃業が進んでいる事実を指摘している。

（５）遠藤［1988］の問題視する「空洞化」は，輸

出関連中小企業の業績悪化と，海外直接投資の増

加にともなう雇用削減効果の混在した状態である。

そして，遠藤［1988］が，後者を識論する場合に

用いているデータも，また，先行する研究による
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